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児童館の設置運営要綱（案）について

第６回委員会での主なご意見

第１ 総則
〇 小型児童館に統一では、児童センターからすると、小さくなるような受け止めになる
のではないか、児童センターに合わせることはいかがか。

⇒ 前回お示しした設置運営要綱においては、「小型児童館」と「大型児童館」の
２類型に分けることとしていたが、ご指摘を踏まえて、「児童館」と「大型児童
館」の２類型とすることとした。

〇 一般財団法人や一般社団法人を「その他の者」で解釈させるのではなく、追記しては
どうか。
⇒ 児童館の実施主体には多様な法人・団体等がなりうることから、設置運営要綱
においては、特に実施主体となり得るものについて、明記しているものであり、一
般財団法人や一般社団法人については、原案のとおり、「その他の者」として整理
したい。ただし、通知等において、「その他の者」の対象範囲の例示を示すことと
し、この中で、一般財団法人と一般社団法人が含まれることを明記することとする。

〇 災害時の支援についての記載は必要ではないか。
⇒ ご指摘を踏まえ、第１章「総則」では、災害への備えについて（業務継続計画
など）、第３章「大型児童館」では、災害発生時の大型児童館の機能等について追
記を行った。
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（続き）

〇 「児童の年齢及び利用目的が多岐にわたるので適切な児童厚生員を配置する」といっ
た、局長通知の内容は残すべきではないか。
⇒ ご指摘の通り対応。

第２ 児童館

第３ 大型児童館
〇「こどもの食事、シーツや枕カバーの洗濯代等は個人負担とすること」といった具体的

な内容は削除してはどうか。
⇒ ご指摘の通り対応。

〇 次官通知に県内児童館の研修を行うこと、あるいは、広報の発行についても記載があ
り、残すべきではないか。
⇒ ご指摘の通り対応。

その他
〇 全体としては記載があるが、大型児童館の章で、再度、18歳未満のこどもが利用でき

ることを記載することで、中・高校生世代が利用できる施設であることを強調すること
はいかがか。
⇒ 種別を児童館と大型児童館としたことで、児童館の中に大型児童館が包含され
ているといった全体の文章構成とし、全体の中で対象児童を示している。



4

（続き）

〇 例えば、名称をユース児童館とする等、中高生世代への居場所強化を意識付けできな
いか。
⇒ 児童館は、あくまでも児童福祉法第40条に基づいた児童厚生施設であり、中高

生世代のみの活用を想定するものではないため、設置運営要綱については、名称の変
更は行わない。ただし、ご指摘の通り、児童館の持つ機能の１つとして、中高生世代
への対応が重要であることから、通知等の中で示していきたい。

〇 設置運営要綱と児童館ガイドラインそれぞれの通知上の役割を明確にしたうえで、自
治体等の設置者の混乱を招くことのないよう整理。
⇒ 設置運営要綱は、設備等設置する上での必要な事項を整理している一方で、児
童館ガイドラインは、児童館の具体的な取組みを進めるに当たっての必要な事項を
整理しているもの。これらの整理については、現場の混乱を招かないよう、自治体
説明会等でも伝えていきたい。

〇 児童福祉法および児童福祉施設の設備及び運営に関する基準に規定される表記は「児
童」である。年齢表記のある「児童」表記と、年齢表記のない「こども」表記の整合性
を整理しておく必要がある。

⇒ 技術的助言となる児童館ガイドラインでは、年齢で区切れない継続的な支援が
必要なこども等への対応も含めて「こども」と表記しており、設置運営要綱におい
ても同様に「こども」と表記しているもの。なお、児童福祉法においては、「児
童」と表記されている中で、同法に基づく府令である「児童福祉施設の設備及び運
営に関する基準」についても「児童」としているもの。
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